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はじめに
筆者は、明治大学の平成22年度・社会科学研究所紀要に掲載した「英国にお
ける近代的地方制度の形成と特色(試論)一仏・独との比較による考察一J(以
下、「前稿Jと略)において、連合王国 (UK)のうちイングランド(本稿では
「英Jr英国」と略)で現代に繋がる地方制度が形成されたプロセスを、 19世紀
中に限ってではあるが、フランス(仏)とドイツ(独)での変遺と比較して叙
述することによって、英における特色を見出すことを試みた。本稿では、「前稿j
の続編として、同じ方法によって20世紀の前半(第2次大戦直後まで)におけ
る推移を辿る。今回も、仏・独両国での状況を概観してのちに、英でのプロセ
スを見て、仏・独と比較して、英での特色を探る。
英では、前稿で叙述したとおり、 19世紀末に、広域レベル地方行政単位たる
カウンティにおいても自治機構として直接公選(ただし制限選挙)による議会
の制度が実現し、「特定階級のみによる統治の最後の陣地は攻撃され、今や、代
表民主政の原理がイングランドにおける行政のあらゆる分野に拡大されたJll
と評される改革が実現したο1830年代以来の近代的地方制度形成のプロセスは
一応完了し、その後、 1960-70年代に至るまで、地方自治単位編成の基本的な
1) J. Redlich阻 dF. W. Hirst. History of Local Goverrunent in England (2/e 1970). p.208 
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枠組みは変更されることなく持続する。
19世紀における英での地方制度改革の進んだ方向を一口に表現すれば、 (1)
代表民主制の原理が適用される公職の範囲が次第に拡大するとともに、 (2)個
別的な地方法から普遍的な公共一般法へと中心的な立法の形式が変化し、 (3)
分野別の行政特別組織から公選による総合的行政主体へと地方自治行政の中心
的な主体が交替する方向で、あった。
20世紀前半は、 2つの世界大戦を経験するとともに、国政レベルでは、自由
党の凋落と労働党の躍進、さらに1918年選挙法改正による女性参政権の実現な
ど重要な政治変動を見るが、地方制度に関しては、以下で見ていくように、 19
世紀末に形成された基本的構遣を維持しながらの改革が進められる。
20世紀始めにおいても従前のような分野別の特別行政存邸能的な地方行政主体
が残存していた主要な地方行政分野は教育と救貧だ、ったが、その両者も他の分
野と同じく総合的地方行政主体の手中に吸収される。一定区域ごとに単一の総
合的行政主体に範囲の広い事務を集約する方式に移行した結果、(英の能前の
制度を継承した)USAで今日なお同一地点に学校区など担当任務の異なる幾
つもの特定目的区が重畳的に存在するのとは異なり、旧来からの仏・独でのあ
り方と同様に、総合的な地方(自治)行政単位(以下LocalGovemment Units 
z 圃LGUs)を基本とする簡素・効率化した地方制度を持つに至った。
以下では、英国での20世紀に入ってからの動向を辿る前に、比較の対象たる
仏・独両国の地方制度が20世紀の初頭そして前半には、概略どのような状態だっ
たのかを確認する O
第o.仏・独の20世紀前半における地方制度
0-1. 20世紀初頭におけるフランスの地方制度
仏では、地方(自治)行政単位 (LGUs)編成が全国商一的(首都パリと大都
市リヨンは特例)に3層制で、都市部も農村部も、基礎レベルはコミューン、
広域レベルは郡(アロンディスマン) +県(デバルトマン)だ、った。
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(1)基礎単位ーコミューンー
基礎レベル単位のコミューンは総数3万6千に及び、半数が人口500人以下
だったが、人口規模の大小などの社会経済的な状況に関わりなく、全ての基礎
単位が「コミューン」と位置付けられ、首都のパリ(+大都市のリヨン=議員
定数等に特例)を例外として、制度上は等しく同じ扱いを受けていた。実態か
ら見れば、都市を別として、ほとんどのコミューンは、英の農村部にある小さ
なパリッシュに近い存在であった。
コミューンについての基本法は1884年4月5日法で、あった。直接公選 (2回
投票制)される議員が構成する議会(定数=10-36人。例外のリヨンは56人)
が議決機関であり、年齢21歳以上で当該コミューンの住民たる(または住民で
なくとも地方税を納める)男子が有権者である男子普通選挙によっていた。議
員の社会的特性を見ると、農村部では圧倒的に自営の農業者が多く、町部では
商工業者など中産階級が主で、大都市では労働者や専門職もおり、社会主義者
も見られるようになっていた。
行政執行は首長を中心とする執行部2)に委ねられる(=いわば「準一議院内
閣制J)。議員中から執行機関たるメール(首長=任期4年で無報酬。議会多数
派のリーダーが通例)が互選された(首都パリを除く)。メールはコミューンに
おける国家事務と自治事務を執行する。前者は治安維持、出生・婚姻・死亡な
ど住民記録、有権者名簿管理などで、中央政府・内務省の官僚たる地方長官を
上級官庁としで、その統制下に置かれる。後者の事務については、議会内で五
選される副首長(アジョワン=I助役」とも邦訳=人口規模に応じ1~12人が
通例)に任務を委任して分担させる。中央でのポストと兼職するような人がい
る場合は別として、多くのコミューンでは政治・行政能力のある人材は希少で
あり、実際の行政は、地方長官庁/郡庁を後見人として、その監督と指導の下
2) この執行部を仏語でmunicipalit邑と呼ぶが、辞書によっては談会全体を意味すると説く
ものもある。
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で進められるのが通例になっていた3)。
(2)広域単位一郡(アロンディスマン)と県(デパルトマン)一
広域単位の郡(1県あたり 2-数郡)と86県については、仏革命以来何度か
の制度改正がなされてきたが、 1871年法が形成した仕組みが継続していた。郡
と県は、地方自治行政の単伎であると同時に、中央政府行政の地方分散 (dふ
concen位ation)の区画でもあった。地方自治行政の面でみると、公選 (1833年
-)による議会が一部(郡ではごく一部)の事務を議決するものの、執行機関
は中央の内務大臣が任命する官僚(郡では副地方長官[スー・プレフェ=郡長]、
県では地方長官[プレフェJ)だった。
県議会の識決案件の中には、県有財産の管理、県道の維持管理、基礎・中等
学校教員の研修訓練機関の維持管理(教員や教育内容については中央政府が所
管。学校施設については特別行政組織が所管)、孤児などの児童対策、乞食収容
所の設置などに加えて、コミューン行政に関しでも、その境界変更、市場の開
設・廃止、各種地方税の増税についての承認などが含まれていた。また、国支
出金の慈善団体や農業団体等への配分について諮問され意見を述べる権限も
あった。県議会の議決は、その種類に応じて、①宜ちに発効するもの(法定枠
内での県税の賦課、コミューンでの付加税の承認、県有財産の管理、救貧施設
や県道の維持管理など)、@直ちに発効するが、 3か月以内に中央政府が取り消
しうるもの(①の範曙に属するが、法律で明示されていない事項)、③中央政府
の承認が必要なもの(主として財務関係事項のほか、路商軌道や軽便鉄道など)、
そして④意見の表明にとどまるもの(中央政府からの諮問に応じるものや議会
自身の発案によるもの)に区分されていた。
議会閉会中もプレフェの行政執行を監視し続けるために、各県議会で、毎年、
4-7人の議員からなる常務委員会を互選しており、それが毎月 l回以上開催
3) P. Ashley， Loca1 and Centra1 Govemment : A Comparative Study of England， France， 
Prussia， and由eUnited Sates， (1906)， pp.94-96.参照。
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されて、例月の財務報告を聴取し、プレフェによる予算見積もりを事前審査す
るなど、財務に関する権限に加え、重要性の低い地方選の分類など同委員会が
専決しうるものと法定された権限を持っていた。
県議会議員は、定数17-67名で、 1人1区(カントン)の小選挙区制により
選出され、任期6年だが、毎3年ごとに半数が改選(カントンを2グループに
区分)される方式によった。議長は議員内で互選。プレフェは、中央政府の内
務省(=地方制度のほか警察、公的扶助、公衆保健衛生、監獄などを幅広く所
管)をはじめ、財務、商業、農業、公共事業、さらには戦争ーなど各省を県内で
代表する地位にもあって、その権限は絶大であるとともに、コミューンの行財
政についての後見監督 (tutele.園tutelage)も担っていた。
郡には法人格が付与されず、議会の権限は極く限定的だったが、定数が9人
以上で、カントンを選挙区として普通選挙制で公選された。郡議会は、県議会
の8月定例会の前と後に開催され、県での意思決定にそれぞれの郡の意向を反
映させることが主な活動になっていた。なお、カントン(出「小郡」と邦訳す
ることあり)は、地方選挙の区域で、あったほかには、治安判事(jtigede paix) 
の管轄区域であり、地方自治行政単位の区域ではなかった。
(3)地方政治・特政の実態
政治世界の状況を見ると、郡/県議会の議員は、事業主、農業者、医師、弁
護士など中産階級の人々が主で、あった。彼らは、現在と同様に、国会上院の議
員を選出する選挙人団の中心となるうえ、地方+中央の複数公選職を兼任する
ことが広く行われて、中央政府の首相や大臣、国会上・下院議員の現職や経験
者が地方議会の議長1)になるなど中心的な役割を果たしていた。内務官僚たる
郡長/地方長官が執行機関ではあっても、その行政執行を議するのは国政の場
4) 例えば1905年夏に選出きれた県議会議長の中には、中央政府の首相経験者l名、現職や
元職の大臣数名、上院議員約30名、下院議員20名弱が含まれていたという。 P.Ashl巴y.op.
cit. pp.90-91参照。
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で主導的な立場にある政治家たちだったのであり、彼らが基礎レベルのコ
ミューンにおいても中心になっていた。
当時の地方長官が置かれていた実際の状況について有力政治家(かつ歴史家)
が叙述したもの5)によれば、プレフェは、所管地域で普通選挙により公選され
る地方議員や国会議員さらには地元プレスなどと、中央の方針を圏内全域で貫
徹しようとする中央政府各省の問、いわばカナトコとハンマーの聞に挟まれて
いるようなものだった。コミューンのメールに対しては、指揮命令するの守は
なく、中央の方針を説得し要請する。郡/県で地域を代表する役割を遂行する
場合でも、地元選出議員たち(地方十国会。兼職多し)の意向を踏まえておか
なければ、その方針が中央政治の場で覆されることになりかねない。地方長官
は、その任地で困難な立場に置かれていたのであり、地方行政が単純な中央官
僚主導のものだ、ったわけで、はないことに注意を要する。
0-2. 20世紀初頭におけるドイツの地方制度
ドイツ帝国では、地域共同体としてのゲマインデの観念と民主的な選挙によ
る議会制度が、(ヴァイマール憲法が制定される1919年以前に、)全土で実現す
る状態に至っていた。独の全土における19世紀中の地方制度改草の経緯を概括
することは困難だ、が、中心的な立場にあったプロイセンでの動きを中心に、北
部、西部、南部など地域的な差異も見せっつ、民主的な地方自治の仕組みが次
第に整えられ、制度的にはほぼ整備し終える。
プロイセンでの地方行政単位区分は、所管区域が大きい順に、州(プロヴイ
ンツ)、管区(ベツイ jレク)、郡(クライス=農村部のラント・クライス[農村郡
または単に郡J+都市部のシュタット・クライス[郡独立市または都市郡J)、小
管区(アムツ・ベツイ Jレク)、そして基礎単位たるゲマインデ(農村部のラント・
ゲマインデ[郡部ゲマインデJ+都市部のシュタット・ゲマインデ[都市ゲマイ
5) Hanotaux， L'Energie Francaise， pp.129-131. in P. Ashley， op.cit.， pp.81-83“ 
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ンデまたは市・町J)とあり、全体を見渡すと相当に複雑だった。州・郡・ゲマ
インデは法人格を持ち、地方自治単位と同時に中央政府行政の区蘭たる性格も
併せ持った。管区(+それを細分した小管区)は地方分散化した中央行政の区
画だった。州の聞には大きな地域間格差があり、帝国の西部地域では工業化が
進んだが、東部では農業地帯で旧来の封建制下にあるのと大差がないような地
域もあった。
(1)農村(郡)部での基礎単位ーゲマインデー
基礎単位はゲマインデだが、農村部と都市部との聞で異なる取り扱いがなさ
れていた。農村部では1891年の「郡部ゲマインデ制J(Landgemeinde-ordnung) 
が碁本法であり、プロイセンだけで36，000以上の郡部ゲマインデが存在してい
た。
1)自治機構 有権者数カ宮'40人未満のゲマインデの場合は住民総会制(英の「パ
リッシュ総会Jに類似。ただし議会制を選ぶも可)、よい大きな場合は議会制
(Gemeinde-vertretung.定数24人以下)による。議員選挙は、納税額に関連付
けられた制限選挙で i3級選挙制J。行政執行は、議会/総会で互選する首長
( Gemeindevorsほher)に委ねる。首長は任期6年で無報酬が原則だが、人口3
千人超の場合は中央政府の承認を得て任期12年で報酬を支給することができ
る。 2-6名の副首長が置かれ、大規模なゲマインデでは首長とともに執行部
( Gemeinde-vorstand)を形成した。
東部諸州をはじめプロイセン全土で、なお多数の「大農場領主区域J(グー ツ
ベツイルク)が存続し、その領域(=特定の領主の支配地)内のゲマインデで
は、領主 (Gutsbesitzer)自身がすべての行政権限を保持し、自ら首長に就任す
るか、部下をその地位に任命するかしていた。
2)所掌事務と IGR ゲマインデの所掌事務は、救貧、小地方道、防火、下水、
街路清掃などだった。首長は地方警察の責任者でもあり、その面では中央政府
の指揮下にあった。財源には、財産収入に加えて、犬税や興業税、食品税、さ
らに国税への付加税があった。
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勅令で合併も行われるほか、特定事務の共同処理をする事務組合も形成され
ていた。ラインやヴェストファーレンなどでは、被数ゲマインデが小連合
(Amt)に束ねられて広域行政体制が整備されており、広域事務については小
連合議会(=構成ゲマインデの代議員たちで構成)と小連合長 (Amtmann)に
委ねられた。
いずれにしても、大多数のゲマインデは極めて小規模で行財政能力は微調
だったから、上級庁たる郡の指揮監督を受けなければ、適切な行政執行をなし
えなかった。東部諸州などでは大規模な領地を持つ地主層が圧倒的な影響力を
持ち、近代的な地方自治が実現したのは、農村部でも小規模な土地所有が広が
り納税者の層が厚いか、商工業に従事する住民が多数になり自立しているよう
な地域においてだった。
(2)都市部での基礎単位一郡独立市一
プロイセン内には1，270ほどの町があり、そのうち主として人口が概ね2万
5千人以上の約90が「郡独立市Jと位置付けられた。都市自治体の地位は国王
の勅令で付与された。
1 )自治機構都市の自治機構としては、議会と執行機関たる参事会が置かれ
ていた。人口規模に応じて議員定数6) (最少は人口2，500人以下の町で12名)が
決められた。議員の中から議長を互選する。人口が2，500人以下の小規模な町
では、議会が議決して中央(実際は管区)の承認を得れば、議員定数を最少6
人にまで減少させたり、参事会を置かずに、管理者(下記) 1名のみに独任で
行政執行権限を与えることも可能だった。その場合には、 2~3名の副管理者
を議会が選任した。
2)議会と議員選挙 議員の任期は6年、 2年ごとに1/3ずつ改選する。選
挙はr3級選挙制」。その基本的枠組みは選挙権を直接税納税者に限定した制
6) 人口が大きくなる仁随って定数は増加し、例えば12万人ならば議員定数は60名となって
いfこ。
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限選挙で、まず有権者を各人の納税額の多寡に応じた順で名簿に登載しておき、
その全体での納税総額を3で割って、(ア)名簿の頭の人から納税額を順次加算
した額が納税総額の 1/3に至るまでに含まれる有権者を第l級グループと
し、(イ)次の 1/3に至るまでを第2級、そして(ウ)残余を第3級と区分す
る。議員定数も 3で割り、第lから第3の級別グループが各々定数の 1/3ず
つの議員を選出する。このようにすれば、少数の多額納税者層が、より多くの
代表を議会に送ることになる。
実際のデータ7)を見ると、例えば1899年のハレ (Halle)では、選挙人数は第l
級で140人、 2級で914人、そして3級で16，645人という状況にあり、その各級
がそれぞれ18人の議員を選出していた。第l扱では有権者7.8人ごとに議員 l
人だが、 3級では925人に1人で、その聞には120倍近くの格差があった。また、
大財閥クルップの所在地たるエッセンでは (1895年データ)、選挙人数がl級で
僅か4人、 2級で353人、そして3級で12，197人という極端な格差があり、 1級
の選挙人はl人当たり複数の議員を選任できたことになる。
3)執行機関一合議体の参事会一 執行機関は市「参事会J(Magistrat)で、
「市政管理者J(BurgermeIster = r市長」や「町長Jと邦訳するのが通例だが、
当時は有給の専門家なので、この用語が適切)と相当数の参事から構成された。
管理者は議会が選任し中央政府の承認を受ける。任期12年で報酬を受ける専門
家であり、規模の大きい都市では2人の管理者を選任でき、そのうち 1人をトッ
プとする。ポストが空席になった場合には公募するのが通例。管理者は参事会
を主宰し、参事たちに行政執行を分野別に分担させるが、市政の執行機関はあ
くまでも合議体たる参事会だった。
参事会は、人口規模に応じて定数(最少2名~最大約40人[ベルリン])が定
まっていたが、参事たちは議会によって選任され、市政の中枢として機能した。
7) このデータは、 P.AshIey， op.cit， p.l55で紹介されたJames，Municipal Administration in 
Germany. pp.25-26.によるものである。
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専門家参事(=報酬を受ける立場で、参事会メンバーの半数を超えない。任期
12年で行政各部の長となる)と古参議員とから成り、とくにガス、水道、電灯、
路面軌道など多くの公営事業を行う大都市で専門家参事が選任されていた。
参事会の権能は3つあった。①中央政府の代理機関として特に警察事務を市
議会から独立して所掌すること、②基礎レベルLGUsたる都市の自治事務を執
行(ニ参事ごとに行政分野を分担して事務組織の各部を指揮)すること、そし
て@都市における政策方針等の決定である。③については市議会と対等の立場
にあり、一部の例外事項(議会の内部規律など)を除いて、双方の合意がなけ
れば都市としての意思決定にはならず、実際の運用としては、条例制定などの
場合も参事会が原案を作成して議会に提案するのが通例になっていた九
参事たちは議会の会議に出席し、議員からの質問に答えたり、行政執行につ
いて説明したりした。教育、救賞、公衆衛生、路面軌道、水道、博物館などの
分野に関係の委員会的組織が設けられ、当該分野担当の参事を主宰者としつつ、
議員の一部に加えて有識者や関係住民などが意見交換したり、結果をまとめて
参事会に報告するなどして、行政運営に参画することが多かった。
4)所撃事務と財源 当時のプロイセンでは、基礎レベルLGUsたるゲマイン
デの所管する事務の範囲は非常に大きかった。分野別の立法によるさまざまな
制約はあるものの、基本的には包括的権能が付与されており、英国におけるよ
うに逐一国会の立法を求めることなしに、自らの地域に有意義だ、と認めること
に取り組むことができた。制定法で付与されたものに限らず、一般に見られた
事務としては、初等教育(学校施設の整備と維持管理)、中等・高等・専門教育
(任意)、救貧、水供給、ガス・篭気、路面軌道(置営でない場合には民間事業
を統制)、公衆保健衛生(排水施設や下水処理を含む)、市場、公園・広場、伝
染病病棟、さらには貯蓄銀行、質屋や貸金業、雇用相談所、火災保険、図書館・
博物館・美術館・劇場などに至るまで多彩だった。
8) P. Ashley， op.cit， p.l58.参照。
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財源としては、国の所得税などへの付加税のほか、公営事業や公有財産から
の収話、各種手数料、教育等の分野の国庫補助金などがあった。財務について
は、多くの場合、中央政府の監督下にあり、その承認を必要としていた。
(3)広域単位一郡(クライス)ー
1)都市郡と農村郡広域行政単位としては、 1872年に施行された「郡制J
(Kreisordnung.施行当初は東部6州[ポーランドを除く]に適用したが、その
後徐々に全土に拡大)による「郡J(Kreis)が置かれていた。人口25，000人以上
の都市には、基礎レベルLGUであると同時に、郡の地位が付与されて「郡独立
市J(=都市郡)となり、郡の機能を都市が併せて担う。それ以外の農村部では
「ラント・クライスJ(農村郡)と呼ばれるが、しばしば単に「郡Jと呼ぶ。
2)農村郡の自治機構 農村郡はプロイセン全土で約490あり、人口規模は2
-8万人ほど。郡議会 (Kreistag)、郡長 (Landrath)、および郡参事会
(Kreisausschuss)が設けられていた。議会が法人としての郡を代表する自治
的な組織であり、後2者は執行機能を担い、中央政府の代理機関としての地位
も併せ持つ。
3)郡議会郡の議会は、定数が最少25名で、人口規模に応じて増加する。議
員選挙は、①大地主と大製造業者層、②農村部ゲマインデと上記以外の地主・
製造業者層、および③町都(=郡所属町)という 3区分された選挙人団が編成
されて執行される。議会の総定数を町部と農村部とに人口比で配分するが、町
部への配分は総定数の1/2(郡内に1町のみなら 1/3)を限度とする。住
期は6年だが、 3年ごとに各グループ内で定数の 1/2を改選する。郡議会の
権限は、主として財務に関する事項であり、国の直接税への付加税を賦課する
ことなどを決議するほか、州議会における郡代表議員を選任する。
4)郡長+郡参事会 郡長は、通常は郡議会による指名をうけて、国王が任期
を定めずに任命する。古く16世紀以来という伝統ある職で、かつては騎士層な
どから選任されたが、 1850年憲法(~105②)で国王が任命すると明記され、次
第に専門家たる官僚層から選定されるようになっていた。郡長の任務は主に中
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央政府を所轄地域内で代表することであり、警察行政を担うとともに、教育な
どに関与するほか、資産評価、公衆衛生、食品検査なども所掌していた。郡長
は、自治単位としての郡の執行部の長でもあり、議会の監督等を受けながら、
その職務を遂行する。郡参事会は、郡長のほか、議会が選任する 6名の参事(任
期6年。議員とは限らない)で構成される。その主な機能は、①郡の執行委員
会としての任務、@ゲマインデその他の下級行政庁の監督、そして@行政裁判
所の第一審であった。
5)郡の所掌事務と「小管区J郡の行政権限としては、中小地方道、病院や救
貧施設、越普団体や障碍者の支援、その他で上級庁の承認を得た事現などがあっ
た。東部地域の州では、農村部の小規模なゲ、マインデを束ねる「小管区J(アム
ツ・ベツイルク)が設定され、警察行政の区域になっていた。管内のゲマイン
デの首長などから選任される「小管区長J(Amtsvorsteher)が責任者であり、
郡長の指揮監督下で、警察任務を司っていた。その任務遂行を補佐する小管区参
事会があり、そのメンバーは管内のゲマインデ議会が選任していた。
(4)趨広域単位一州(プ口ヴィンツ)一
プロイセンを区画する行政単位のうち、最も大きなものが12の「州J(プロヴイ
ンツ)だりた。その規模は19世紀末の時点で、大きい州で576万人(ライン)や
467万人(シレジア)から、小さい州では139万人(シュレスヴィヒーホルシユ
タイン)ほどであった。かつてはそれぞれ独立した玉固などであった諸州は、
1875年法による東部地域への州制度の適用から始まり、その後徐々に全土で制
度化されたものである。
1)統治機構ー州長官と州参事会各州の統治の仕組みを見ると、まず、国王
が任命する「州長官Jがおり、州内で国を代表する。州長官は、①州内におけ
る国家的行政事務の執行責任を負い、②管区の行政を監視し、③教育、教会関
係、公衆衛生、内国歳入、軍務等に関与し、④州議会において国王を代表する。
さらに、「州参事会J(Provinzialrath)が置かれていた。そのメンバーとしては、
まず内務大臣が任命(任期の定め無し)する専門家の高級官僚1名、そして州
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常務委員会が選任する5名の参事(任期6年)である。参事会は州長官が主宰
する。参事会は長官の発する命令を承認し、下級行政庁(自治単位を含む)あ
てに発せられる指令に関する不服申し立てについて審査・判定する。
2)自治機構ー州議会十州常務委員会一 自治単位たる州を代表するのは州議
会 (Provinziallandtag)。その識員は州内の郡の人口に応じて郡議会が選任(間
接選挙。任期は6年)する仕組みで、実際には郡の行政官や大地主など富裕層
の中から選ばれていた。
ナ"1の自治事務執行の管理には州常務委員会 (Provinzialausschuss)があたる。
その委員長と 7~13名の範阻内の常務委員(制度上決まりはないが、実際には
議員が通例。任期6年)が州議会によって選任 (3年ごとに 1/2改選)され
た。常務委員会は州議会の議案を用意し、議決を執行し、州の各種組識を指揮
管理する。州議会は「少なくとも 2年に 1回開催Jという程度なので、州行政
は実質的に常務委員会の考えどおりに進めることができた。
州議会は、州の自治行政の首席執行者を選任し国玉の承認を得る。この任期
6~12年で有給の首席行政官は、「州執政官J (Landesdirektor)または「州知
事J(Landeshauptmann)と呼ばれ、充て職で当然に常務委員会メンバーとな
り、州の事務部門をトップとして統括し、法的な事項や外部との関係ではナト陪
代表する立場にあった。
3)州の自治事務 自治単位としての州の事務は、州道、軽便鉄道、救貧、障
碍者施設や授産所、農業改良や農業教育、さらに火災保険、不動産銀行などで
あり、州議会は条例を制定し、財務を管理するなどしており、行政分野に応じ
た委員会を設置して案件の審議にあたっていた。ただ、議会の活動については
中央統制が強く、議会の権限を超える決議は州長官が執行を停止でき、州の起
債、一定以上の課税、条例などについては、中央政府の承認が必要だったうえ、
国王が何時でも州議会を解散することができた。
(5) r管区J-中央行政の地方分散区画一
「管区J(Regierungsbezirk. r行政区Jや「県」とも邦訳)は地方自治の単位
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ではなく、地方分散各れた中央政府行政のための区画であり、一部の例外を除
いて法人格を持たなかった。(現在でも邦政府の地方分散行政区画として存在
するが、)19世紀末では、各ナトlが複数(最多で6区。例外はシュレスヴイヒ・ホ
ルシュタインでl区のみ)の管区に区分され、総数で35管区あった。沿革的に
は1723年の創設に遡るが、 1808年以来の姿が19世紀末時点のもので、その機能
等については1883年の州有政法 (Landesverwaltungsgesetzs)によって規定さ
れていた。
行政機構としては、まず国主が任命する「管区長官J(Regierungs-Prasident) 
が置かれていた。長官が独任の責任者として自ら決定する事項も多く、例えば
広義の「警察」に含まれみ治安維持、刑務所の管理、伝染病予防や食品安全、
公衆衛生法や建築規制法の執行などが、長官の専管事項だった。 LGUsの首長
等に委任された国家行政事務については、管区長官が地方首長等を指揮監督し
た。
長官の下に「管区統治理事会」¥(Regierung)と[管区委員会J(Bezirks幽
ausschuss)とが置かれ、その両方とも長官が主宰する。理事会は国王が任命す
る官僚たちから構成され、教会・教育と直接国税・不動産・森林などを各々所
管する2つの部会に分かれて、各種所掌事務を理事たちが分担管理しながら合
識によって決定・執行していたが、いずれにしても理事会の決定等は管区長官
の統制下に置かれていた。理事会は管区内の国家事務を総合調整しながら執行
するための仕組みだったのである。
一方の委員会は7名の委員からなるが、うち3名(任期の定め無し)は管区
長官および国王任命の司法官と行政官、他の4名(任期6年)は管区内居住者
のうちから州常務委員会が選任した。委員会は、普察行政に関して一定の範囲
で関与する(長官の発する命令を承認したり、下級庁を監督するなど)ほか、
行政裁判所としての役割(その場合、司法官が委員会を主宰し、長官は除斥)
を果たした。理事会が専門の官僚たちによって国家的事務を送行する場だ、った
のとは異なり、地方の実情も勘案しながら進める広義の警察行政等について、
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〕定の範囲で、地元代表的な素人たちに関与させるのが、委員会の仕組みだっ
た。
0-3. 20世紀前半のフランスでの動向
(1)地方制度は安定的に推移
20世紀前半の仏国では、地方制度の骨格に大きな改革はなかった。 19世紀中
にも、前稿でみた地方の自治権拡大や男子普通選挙制など重要な制度改革は
あったものの、ナポレオンが完成させた地方制度の枠組みは1980年代の分権化
(decentralisation)改革に至るまで基本的に持続したと評すること9)が可能であ
る。 1926年に、コミューンの自治権が拡大されるとともに、 IGRの面で、従来
は県とコミューンに対して内務大臣が持っていた権限が県地方長官に、さらに
コミューンに対する権限の大半が郡長官に委譲されており、中央政府の内部で
権限の地方分散 (deconcentration)が進められたことが注目点である。
また、国家全体のガパナンスの面でほ、 1917年に全土を17区分してレジョン
(州)・レベルでの商工会議所連合組織が形成されるなどの動きがあった。
(2)第2次大戦期のフランスでの状況
第2次大戦期、ドイツ軍の圧倒的な攻勢によって追い込まれた仏国は、すで
に齢80歳にもなっていた第l次大戦の英雄・ペタン元帥に難局の収拾を委ね、
結果、 1940年6月22日、休戦協定が調印される。仏は独統治下の「占領地区J
と温泉地ヴィシーに政府を置く「自由地区」とに2分された。この体制下で、
ベタンを元首とするヴイシ一政府により、 1875年憲法は廃棄され、第3共和政
に幕が下ろされる。 1941年4月19日法により、古い時代の地域区分たる「プロ
ヴインスJ(provinces)を考慮して本土が州域 (regions)に区分され、それぞ
れに州長官 (prefetregiona1)が任命された。州長官には警察と経済関係の特別
な権限(=食糧品の配給と価格決定の権限)、が付与され、戦時下の行政体制に
9) 例えば、大山礼子『フランスの政治制度.1 (東信堂 .2006年)p.155参照。
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なった。
0'-4. 20世紀前半のドイツでの動向
(1)ヴァイマール憲法以前
独では、各邦におけるゲマインデ制によって、住民を中心とするゲマインデ
の観念と民主的な選挙によるゲマインデ議会制度が(ヴアイマール憲法10)が制
定される1919年以前に)実現していた。
(2)ヴァイマール置法体制下での動向
1919年ヴァイマール憲法の制定により、全ての邦で、普通・平等・直接・秘
密選挙という帝閣議会選挙法の碁本原則が「邦J(ラント)やゲマインデの選挙
にも拡充された(同憲法~ 17) 。選挙権は女性にも付与される。さらに~127条
で、ゲマインデ及ぴゲマインデ連合が「法律の範囲内において自治行政の権利
を有する」と規定され、自治梅が憲法上で保障された(:=それを国家裁判所は
「地方自治の制度的保障」と解釈)。この憲法による共和国は連邦制を採用した
ため、各「邦J11lの憲法12)もヴ、アイマー Jレ憲法に適合した内容を盛り込んだが、
連邦全体に適用される統一的な地方制度の枠組みを定める法律は存在しない中
で、 1920年から31年にかけて制定された各邦それぞれの地方制度関係立法は、
総体的には19世紀における立法の枠組みの中に止まるものだった。
実際には、第l次大戦後の社会経済的条件の急激な変化に伴い、人口と産業
の都市集中が進んで、各地のゲマインテモの共同体としての実態が変容していく
中で、地方ヘの委任事務が増大すると同時に地方財政が窮迫していく。ヴァイ
マール憲法下の社会民主主義は中央集権的性向を持ち、地方議会でも中央主導
10) 正式には H919年8月1日のドイツ国憲法.10rヴアイマール憲法」はヴァイマールに招
集された国民議会で制定されたことによる通称である。
1) ヴァイマール憲法では、ピスマルク憲法に比べて、各邦の権限は著しく制限され、各邦
は「ラント」と称された。山田歳『ドイツ近代憲法史.1(1963年・東京大学出版会)p.97参照。
12) 例えば1919年のパーデン憲法や1920年のプロイセン自由国家憲法参照。
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の政党化が進んで、地方自治は「破滅寸前の悲劇的運命を辿るJ13)こととなった。
(3)ナチス支配下の状況
さらに、ナチス支配の下では、 1927年に「ゲマインデ基本法の相違点の規律
に関する法律」によって、ヴ、アイマール憲法下の地方制度は失効する。 33年に
は「国家社会主義ゲマインデ基本法」が制定され、地方自治は廃止された。首
長と議会議員は任命制になり、首長は中央に対してのみ責任を負う。 34年に連
邦制のライヒから単一国家に転換14)してのち、 35年l月30日「ドイツ・ゲマイ
ンデ制」が独では最初の全土にわたる統一法として制定され、総統原理の下、
ゲマインデ議会は名目的にすら固有の権限を持たない諮問機関に格下げされる
(~ 48)とともに、首長とゲマインデ参事官は中央と党によって任命されるよう
になる。同法は前文で地方自治行政の創設者たるシュタインの真の精神を実現
するものだと称していたが、実体はシュタインの考えとはかけ離れていた15)。
(4)第2次大戦期のドイツでの状況
第2次大戦中の独はヒットラー独裁下にあり、 19世紀以来築かれてきた法治
聞家の原則は廃棄された。ナチス政権下では史上初めて単一制国家となった。
1945年4月30日ヒットラーがベJレリンの地下壕で自殺、 5月8日ドイツは降伏
する。
こうした20世紀の初頭から前半期にかけての仏・独両国と対比して、英国で
はどのような特徴を見出せるか、以下、英国における動向を見ていく。
13) 成田頼明『西ドイツの地方制度改革J(昭和49年・良書普及会)p.34. 
14) 1934年1月30日「新ドイツ国建設法」制定。
15) 成田頼明、同上書、 p.36.参照。
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第1.地方の教育及び救貧行政を総合的LGUsに移管
1-1.教育行政制度の改革
教育制度は1889年技術教育法 (TechnicalInstruction Act)から見直しが始
まった。 1895年には王命委員会が教育行政制度の改革を提脅し、 1902年教育法
で制度改革が具体化される。学校理事会と就学委員会を廃止し、それらの権限
と資産を新しい地方教育当局(localeducation authority =圃LEA)に移管し
た。 LEAは、カウンテイ議会、カウンテイ・バラ (CB)議会、人口 l万人以上
の非カウンテイ・パラ (NCB)議会、及び人口2万人以上の市街地ディストリ
クト (UD)議会とされ、これらの議会(=法人たる地方団体)は、広い範囲の
地方行政権限をほぼ一元的に所管する。
従来の2，500もの学校理事会は328の新LEAsになり、初等教育はCBsと上
記の要件(=人口規模が所定以上)を満たすNCBsとUDsが、それら以外の地
域ではカウンテイが所管する。各LEAに教育委員会(=議会内の常任委員会)
が必置とされたo同番員会のメンバーの過半数は公選議員だが、学識経験者を
議会外部から加えることも法定され、「法定委員会」としての教育委員会と「特
別委員」の制度が形づくられた。
LEAは、公立学校に関する事務を担うだけでなく、民間学校にも関与するこ
とになった。民間+公立という 2元的構造を維持しつつ、初めて圏全体を通じ
て統合された教育制度が形成された。
長きにわたって近代英国での地方制度の中で重要な役割を果たしてきた行政
分野ごとに設定される特別組織という地方行政主体は、教育の分野からも消え
去り、地方制度のー庸の簡素化が進展した。
ト2.救貧行政制度の改革
英社会では、相変わらず社会階層が分裂し、階級間格差が著しかった。 1901
年に、 S.ラウントリーが最低限度の生活を営むために必要な所得水準を算出
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し、それを「貧困ライン」と表現した。第l次大戦の後には失業者が激増。労
働運動は先鋭化。 1年には失業保険制度が発足したが、 200万人趨もの失業者
を抱えて十分な救済措置にはならず、結局、救貧法に頼ることとなり、救貧財
政は各地で破滅的な状況に陥った。
救貧行政では貧窮という事実にのみに着目して救済してきたが、次第に、貧
窮の個別の原因に応じた施策を講じる方向へと転換していく。 1909年老齢年金
法が高齢者を、 1年国家保険法が失業者や傷病者を、 13年精神障碍者法と20年
視覚障碍者法が障碍者を救貧法の対象から分離させ、中央政府の任務にした。
1929年には「地方行政法」が制定され、貧窮者救護官会の事務がカウンテイ
及びカウンテイ・パラに移管される。また、病院、妊産婦、児意福祉に関する
事務や、性病対策、障碍対策等は、公衆保健衛生行政として取り組まれること
となる。 30年「救貧法に関する法律Jが制定され、以後、「貧窮者救済Jは「公
的扶助」に取って代わられる。救貧の分野も、従来からの特別組織(=救護官
会)の手から総合的なLGUsへと移管され、地方制度の簡素化が進んだ。
主要な地方的事務は碁礎または広域レベルの総合的LGUsが所管すること
となり、個別分野ごとの特別組織による行政執行は、首都ロンドン以外の地域
では、ごく一部の事務に関するものを除き消滅した。
第2.地方自治行政関係法令の総合化
行政組織は総合化・簡素化したが、地方行政関係の法制は錯綜していた。各
行政分野の法令がそれぞれに特別組織を生み出し、行政運営方法が区々だった
ことと対応して、一般管理機能も分野別立法でバラバラな仕組みだった。組織
が総合化されでも、運営管理はタテ割り分野別の枠組みに制約されて、能率を
阻害されていたのである。
そのため1930年代に、 33年地方自治法、 36年公衆保健衛生法、そして38年食
品・薬品法により制度改草が進む。 33年法は、既存の地方行政幸田龍の運営管理
方法の統合・簡素化を図り、職員の雇用、事務所の設置、用地取得、条例の制
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定、地方法の発起手続き、さらには財政運営等々について、多種多様な事務に
共通するルーjレを規定した。 3法の制定で184もの法律が統廃合され、「総合化j
か1程限や運営管理にも拡大され行政効率を高める。
歴史の痕跡を多く温存しつつも、代表民主制の下で総合的な行政執行を進め
るため19世紀末に形成された地方行政組織を主軸とする法的枠組みが整備さ
れ、新しい行政需要にも特別組織ではなく総合的主体が対応する体制が整えら
れた。
第3.地方行政事務の範囲の拡大と量的な増大
20世紀前半には、 LGUsの事務が量的に増大、質的にも複雑多様化した。
1902年教育法が教育地方行政を大幅に拡大。妊産婦対策や児童福祉も保健行政
の一分野となる。その他にも都市計画、住宅対策、図書館、学校給食などへと
地方行政が拡大していく。主要な立法は1909年住宅・都市計画等法、 25年都市
計画法、 25年&36年公衆保健衛生法、 33年児童・青少年、法、 36年教育法である。
第l次大戦は住宅不足をもたらし、戦地からの帰還者等への住宅供給が地方
行政により進められる。民間の住宅建設も盛んになり、秩序だ、った地域づくり
のために32年都市・農村計画法が制定され、基礎レベルLGUsとしてのディス
トリクトとカウンテイ・パラが計画を策定し、それを根拠として開発規制と地
域整備をするようになる。モータリゼーションが進み、道路の建設改良と維持
管理への需要が増大。 29年地方自治法は、農村部の道路をディストリクトから
カウンテイへ移し替える。
地方公営企業も量的に拡大する。 1902年首都水道法で首都水道理事会が設立
され、民間の水道も吸収された。水道の公営化が拡大し、 35年には全給水人口
の8割以上が公営で給水される状態に至る。 25年データで路面軌道事業の9割
近く(輸送旅客数ベース)が公営。第l次大戦後から急速に発展した乗合パス
事業でも37年には公営が4割を超える。電気では、発電と卸売りは民間に握ら
れていたが、一般供給では、 35年時点で一般供給事業体の6割が公営で、たい
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ていの大中都市で消費される電気が公営によっていた16)。
第4.地方行政単位の再編成と広域化
4-1.都市化の進行への対応ー CBsの増加と RDsの減少ー
19世紀末に形成された総合的LGUsの碁本的枠組みは、 1960年代のロンドン
都制改革及び70年代の地方制度改革に至るまで存続する。その枠組みの中での
地方行政単位の編成替えが徐々に進んだ。
人口増加は、都市部を中心としつつ、周辺地域にまで浸蝕する形で進行した。
1900年で、ロンドン都市圏の人口は650万人、リヴァプール、マンチェスター、
パーミンガムは50万人を趨えた。自動車の普及が自宅と職場の聞の距離を遠く
することを可能として、都市外周部に住宅地が造成される。都市圏域の拡大は
LGUsの行政区域の拡張に繋がっていく。
そうした事態に対応して、 LGUsの再編成が、まずカウンティ・パラ (CBs)
の増加として進んだ。 1888年の時点では E&Wで61都市がCBsだったが、
1925年には82都市に増加。人口5万人以上で中央政府の暫定命令が得られれば
CBになりえた。新しいCBsの誕生と既存CBsの区域拡張により、 300万人が
CBsの住民となり、広域単位たるカウンテイの行政から離脱した。
農村部でも市街化は進行した。 1889年から1927年の聞に、270団体がRDs(農
村部ディストリクト)から UDs(市街地ディストリクト)に転換。団体類型に
変更はないものの、凡そ400のUDsやNCBs(非カウンテイ・パラ)が行政区域
を周辺農村部に拡大した。
4同2.1920年代における地方行政体制の再編成
中央政府が設置した王命委員会が、 1925年、 28年、 29年の3回にわたり報告
16) この時期の公営事業の実態については、筆者稿「英国における地方公営企業の発展と没
落J(7)in r地方財務JNo.289. 1978年6月号を参照されたい。
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書をまとめ、基本的な枠組みを維持した上での改善策を提示した。
上述した CBsの増大は、カウンティ側からの反発を招く。カウンテイは、教
育など多くの行政分野を背負わされたため、財政的困難に直面していたが、市
街化された地域の離脱は唯一の地方税たる資産税収入の喪失を意味した。王命
委員会の第1次報告をうけて、 1926年地方自治[カウンテイ・パラ及び調整]法
が制定され、 CBsの拡大に歯止めをかける。都市がCBになるための人口要件
を(従前は5万人→)7万5千人以上へと変更すると同時に、 CB化は個別の地
方法の制定を必要とした。結果、 26年から第2次大戦後の58年までの聞に、国
会で認められたのはお年のドンカスターのみとなる。
1929年地方臼治法は、救貧行政を抜本的に改革すると同時に、カウンテイが
管内のディストリクトの見直しを行い区域再編案を中央に提示するものとし
た。これを受けて各地で見直しが進み、 UDsは159団体、 RDsは169団体、それ
ぞれ減少し、 1.300件にのぼる境界変更が実施されている。
4-3.事務の広域共同処理 "1. 
複数団体聞での事務の共同処理も進められた。 1936年公衆保健衛生法などが
これを可能としたが、とくに公営企業の分野では規模の経済を実現する要請か
ら広域化を促す立法が早くから生まれていた。 1875年公衆保健衛生法は、水供
給する LGUによる隣接団体の区域内への供給、複数団体共同での事業、さら
には所管区域の変更を可能としていた。 1934年には他団体への水道用水の供給
を認める水道用水供給法が制定された。広域処理を認める立法は、水道以外で
も、 09年電気灯火法、 34年ガス事業法、 30年道路交通法などの中で実現する。
第5.選挙制度
5-1.聞政では男女平等普通選挙制が実現一1928年法一
国政レベルでは、まず1918年国民代表法による選挙法改正で、成年男子は、
21歳以上で、当該選挙区に6ヶ月以上居住するか、又は、居住してはいないが
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年価値10ポンド以上の事業用の土地・家屋を占用していれば(資産税支払い者
ゆえに地方選挙権を持つから)、全て選挙権を付与されることとなった。年齢
と居住のみで有権者になるから(納税を根拠に有権者たりうる非住民がいると
いう部分を無視すれば)、男子に関する限乃は一応「普通選挙制」が実現したこ
とになる。女性でも、自分自身が地方選挙の有権者であるか、選挙権のある男
子の妻で年齢30歳以上ならば、投票に参加できることとなった。さらに10年後
の1928年国民代表法(通称「平等選挙権法J)により、男女が平等に国政レベル
の選挙権を付与された17)。
5-2.地方では制限選挙制が継続一 LGUs類型聞の差異は解消ー
地方選挙に関しては、 1918年法で、それまでLGUsの類型によって区々だっ
た選挙権付与の要件を統一し、資産税課税対象の資産を所有者又は賃借入とし
て選挙の時点以前から6ヶ月以上継続して「占用」している者及びその同居配
偶者(女性で年齢30歳超)が、地方選挙権を付与されることになった。単なる
「居住Jではなく、所有又は賃借による資産の占用を要件として選挙権を付与す
るルールなので、有権者数は大幅に増加したものの、なお、制限選挙制が続く
(→第2次大戦末期になってから改正)。
議員などLGUsのメンバーに女性が選挙されうる範囲も次第に拡大した。
地方選挙の一部では、 1869年に配偶者のいない女性に、 1882年に有配偶者の女
性にまで、一定要件の下で選挙権が付与されていた。被選挙資格について見る
と、女性もヴェストリ会議や貧窮者救護官会のメンバーになりえたが、 1894年
以降は、市街地ディストリクト (UDs)及び農村部ディストリクト (RDs)の議
会、パリッシュ議会の議員となることも可能となった。さらに、カウンティ及
びパラ (CBsとNCBsの両方を含む)の議会議員となりうるようになったのは、
17) Representation of the People Act 1918及び Representa首onof the People (Equal 
Franchise) Act 1928参照。
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1907年の女性被選挙資格[カウンティ及ぴパラ議会]法が制定されてだった。
5-3.地方での普通選挙制は1945年法で実現
国政レベルで男女平等の普通選挙制が実現した後でも、地方選挙の有権者は
唯一の地方税目たる資産税の課税対象資産の市用者及びその配偶者たるべしと
する原則は、なかなか崩れなかった。地方参政権の資産占用への関連づけが(居
住していなくとも資産占用だけを根拠として地方選挙権を持つ有権者が存在す
る点を別として)法的に廃止されるのは1945年になってからである。
第6.地方+中央政府間関係(JGR)
20世紀前半には、地方行政にかかる中央統制の面で、19世紀中に誕生した様々
な仕組みがより大きな役割を持つようになっていく。中央統制を立法、司法、
行政執行の3分野に分けて見ると、前2者はその起源も古く、 20世紀になって
からも大きな制度的枠組みの変化はなかった。
1914年、労働党は国会庶民院に「地方自治体構能付与法案Jを提出し、「財政
及び公営企業に関する地方自治体の権限を拡大j18)して、LGUsに「一般的権能」
を付与することを企てたが、同法案は国会で可決されるには至らず、その後、
39年に蛋るまで同様の法案が何度も提案される。 37年以降の法案では大幡な修
正が加えられ、 LGUsへの「一般的権能」の付与を断念するなど妥協を重ねた
が、最後となる39年の法案まで9回を数える法案は、結局、どれlっとして可
決成立に至らず、 LGUsの権限に対する国法上の厳格な制約は改草されずに終
わる。
6-1.中央政府における組織整備
中央行政府で地方を統制する組織としては、 1871年に設立された地方行政理
18) Hansard， 16February 1914， Commons. 
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事会があったが、第l次大戦を契機として、 1919年から新たに保健省が設置さ
れ、地方行政理事会等を統合するほか、教育現事会や内務省における関係事務
の一部を移管することによって、公衆保健衛生、救貧、健康保険、地方制度、
さらには住宅や都市計画まで総合的に所管する中央政府組織が形成された。
交通の分野でも、 1909年には道路理事会が設置され、従来は地方行政理事会
が所管していた道路行政が独立の組織に移管され、 20年には交通省が組織され
る。教育は、宗教上の問題を抱えていたこともあり、中央政府も積極的に対応
してこなかったが、 02年教育法が地方での教育行政を改革した。新しいシステ
ムはその後.40年にわたって持続するが、 44年には新たな教育法が制定され、公
教育の比震が一層大きなシステムに移行する。
6-2.行財政的統制の強化
中央における組織が整備されるつれて地方統制も強化され、今日見られるよ
うな多様な中央統制の手段が整備されていく。
(1)規制的な中央統制
地方行政を統制する中央政府各省庁の各種権限は、歴史的に逐次、便宜上あ
るいは能率上の観点から必要になるに応じて個別に生み出されてきたものであ
り、何らかの統一的な基本原理に基づくものではない。それらの権限に共通し
て見出される唯一の特徴は、いずれもが時間の経過とともに増大する傾向に
あったということであり、統一的ではなく、行政活動の違いに応じて区々の形
態をとっている19)。
(2)奨励的な財政援助
財政的統制として注目されるものとして、例えば1919年住宅法による住宅建
設にかかる国庫補助がある。第l次大戦後の急激な住宅需要を満たすために設
けられたもので、公営住宅当局たるパラやディストリクトが、所管区域内の資
19) W. O. Hart and J. F. Garner， (9/e 1973)， p.355参照。
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産税負担能力の大小(=地方税源の多寡)に応じて所要経費の一部だけを負担
すれば、残余の経襲は国庫補助金で手当てするというものだった。特定補助金
によって個別分野の地方歳出拡大を図ることは、性病予防や妊産婦保護、空襲
警戒等についても行われた。
(3)義務悔怠是正制度
特定補助金のみでは、地方での行政活動が十分な水準にまで至らない場合の
ために、「義務慨怠是正J制度が導入される分野も多かった。同制度は1866年に
公衆衛生の分野で設けられたが、その後、 1870年基礎教育法、 75年公衆保健衛
生法、 76年基礎教育法、さらに20世紀に1904年教育[地方当局義務博怠]法や26
年貧窮者救麓官会[義務慨怠]法など多くの立法の中に採用されている。
第7.第2次大戦一戦時下の地方行政一
大戦は地方行政にも多大の影響を及ぼす。ドイツ軍の攻撃は激烈だった。欧
州大陸に近いドーヴァー、カンタペリーなどが爆撃されただけでなく、ロンド
ンが幾度も、さらに内膜のコペントリーまで壊滅的打撃を受けた。
戦時下では地方選挙は凍結。 37年の空襲警戒法で各LGUには空襲警戒管理
官が置かれ、議会の緊急事態委員会と連携して、住民生活の防衛にあたる態勢
となった。 LGUsが防空壕接備や学童聴聞の任務を負い、国土防衛のシステム
が形成された。
1939年文民防衛法で、空襲から住民を防護するためLGUsが地方議員+職員
や住民たちによる文民防衛組織の創出と運営の任にあたることとされた。ロン
ドン一点集中では危険だと、英国全土を12の F文民防衛地方」に区分し、それ
ぞれに地方総監を配置して、地方行政の統制そ含めて幅広い調整権限を付与す
るなど、状況に応じて自律的に内政を進めうる体制も整えられた。
7-1.戦時中からの戦後復興への取り組み
戦いの最中、 1941年に、中央政府は戦後の地方制度について検討を開始する。
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戦時下に設定された(文民防衛)地方の区分と行政機構が戦後にも維持される
べきか否かが論点だった。戦後復興は、被災地の再建や住宅建設などに止まら
ず、教育や社会福祉等の分野にまで関連した。
42年には、政府は、長く持続してきたシステムを抜本改革する必要はないと
判断した。 45年1月、白書『戦災復興期のイングランド及びウエールズにおけ
る地方制度』がまとまり、現行制度に抜本的改革を加えずに、 LGUsの区域を
見直す組織を設けることとなった。これをうけて45年地方自治[境界委員会]法
が制定され、区域を見直し変更する権限を持つ地方自治体境界委員会 (LGBC)
が設立された。この委員会は諮問機関ではなく、 LGUsの境界を変更する権限
を持つ行政機関だ、った。
7-2.地方行政事務に関する改革
(1)ビ‘ヴァリッジ報告
地方行政事務についても、終戦後への準備が進められ、「福祉国家」への方向
付けが『ピヴァリッジ報告』で行われた。 1942年に、経済学者で労働党員だっ
たピヴアリッジが政府から依頼されてまとめ、完全雇用と社会保障にかかる具
体的提言を盛り込んでおり、戦後の労働党内閣の手で具体化されていく。
(2)パトラ一法 (1944年教育法)による教育行政の改革
教育の分野では、戦時下で、重要な改草が実施された。第1次チャーチlレ連
立内閣のパトラー教育理事会理事長(=教育大臣に相当)は、「パトラ一法」と
も呼ばれることになる1944年教育法を成立させ、戦後教育の基礎を形づくった。
公教育にかかる行政は広域レベル単位としてのカウンテイ及びCBsの手にー
冗化され、中等教育は、生徒の年齢、適性、能力等に応じるように学校が再編
成される。義務教育終了年齢を15歳として、公立学校の授業料を廃止するなど
の改革をし、教育理事会に代えて教育省を設置して中央統制を強化するなど、
戦時下での大改革となった。
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(3)地域計画
地域計画の分野でも、戦時中の1940年に、戦後復興の方向付けをする『パー
ロー 報告.120)が生み出された。地方の計画行政当局が開発規制等を担ってきた
が、人口や産業の地方分散などの課題には対応しえないことを指摘し、ロンド
ンなど大都市圏域への過度の集中を防止すべきだとした。間報告の公刊は第2
次大戦勃発の僅か4か月ほど後だったが、戦時の被災と社会変動とが報告を具
体化しうる条件を作り出し、その線に沿って戦災復興が進められる。
7-3.地方での普通選挙の実現
国政レベルで成年男女普通選挙制が実現して後色、地方参政権は資麗の市用
に関連付けられていた。地方でも普通選挙が実現するのは、第2次大戦も末期
になってからで、しかも、明確な政策方針に基づくというよりも、むしろ偶然
の所産であった21)。
第2次大戦中は、地方選挙が凍結されたが、行政当局は戦時下の事務処理に
追われて有権者名簿の手入れなどできなかった。 1944年になって地方選挙と間
会議員補欠選挙を執行することとなったが、既存の有権者名簿は役に立たず、
信頼のおける名簿としては、徴兵や配給のための国民登録簿が唯一のものだっ
た。選挙も、この間民登録簿を用いて執行されたが、結果、資産の占用者では
ない人々にまで投票を認めたことになった。
そのような「偶然Jの所蔵が1945年の国民代表法によって追認される。国政
選挙での有権者は全て地方選挙でも有権者とされることとなり、結局、資産を
占用する者でなくとも、年齢や居住等の要件によって男女ともに選挙権が付与
される普通選挙制度が、地方選挙についても整えられたのである。
20) Report of the Royal Commission on th巴Distributionof the Industrial Population. Cmd. 
6153. 
21) B. Keith.Luc鎚.The English Local Government Fr釦 chise.(1952). pp.76-77参照。
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第8.20世紀前半における英での特色
以上で見てきた20世紀前半の英地方制度は、地方行政事務は拡大しながらも
地方制度の構造は基本的に安定していたフランス、ヴァイマール憲法からナチ
ス支配まで根端に変動したドイツの両国と比較して、どんな特色を持つもの
だったか? 地方制度は総合的存在で、その全体を視野に入れて考察する必要
があるが、本稿で比較検討するのは、「前稿Jと同様、①LGUs編成、②自治機
構の型、③自治の担い手とその選任方法、④政府間関係(匝GR)に限定する。
8叩 1.LGUs編成等
20世紀前半においては、英でも仏・独でも、 19世紀末時点のLGUs編成等が、
独でのナチス統治下の時期と英での一部行政分野における改革を除いて、基本
的パタ}ンに変化はなかったから、 3ヶ国を比較した姿も大きくは変わりがな
い。 LGUsの性格づけ(英では議会=法人たる LGUで、地域共同体=法人たる
LGUという仏・独と異なる)、都市部と農村部との問で差異を設ける LGUs編
成(仏と異なり、独とは類似)、権限付与の方式(英での限定列挙vs仏・独で
の一般的権限)、広域行政方式(仏・独に較べ利用度が小さい)などの面も、基
本的には変化がなかった。
従前の仕組みが残存していた教育や救貧の分野も、 1902年教育法や1929年地
方自治法によって、個別行政機能別の特別行政組織の手中から、総合的な
LGUsの所管へと移行したので、重要な地方自治行政分野が行政特別組織に
よって所管されるという旧来の英での特色は、この時期には消滅した。(→そ
の後、閉じ状態が1970年代まで継続するが、 1980年代になって、サッチャー政
権及びそれ以降の諸政権による改革で、一部の分野で総合的LGUsから分立し
た一種の特別行政組織が復活する。なお、同じような仕組みは、今日でも「学
校区」など特定目的区が数多く残存する USAの特色となっている。)
また、英においては、都市化の進展による市街地の拡大や地方行政の所掌範
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囲拡大と能率化への要請などに伴い、一般パラ (NCBs)のカウンテイ・パラ
(CBs)化、農村部ディストリクト (RDs)の市街地ディストリクト (UDs)化、
そして中央政府主導による LGUs合併の推進によって、基礎レベルLGUsの性
格付けの変化と行政区域の拡大が進んだ。
同時に事務の広域共同処理を促す立法も行われたが、 LGUs自身にさほど活
用されなかった。電気事業では、交流の電気を供給する団体と直流の団体とが
混在。路面軌道では、隣接団体の車両が自団体の区域内に乗り入れられないよ
うに、意図的に軌道の幅を異ならせることも行われた辺)0CBsと周辺農村部と
の聞の対立は消滅せず、行政区域を変更したり、事務の広域処理を進めようと
する努力は、しばしば団体聞の利害調識に失敗して無益なものに終わった。
LGUs間での共同処理が活発でないことと、合併による LGUsの規模拡大は、
表裏の関係にもあり、英での特色と言うことができる。
8-2. 自治機構
英・仏では総合的な地方行政主体である LGUsの自治機構に格別の変化がな
いから、特異な状況下にある独を除けば、国際比較しての特色にも基本的に菱
化がない。すなわち英では、基礎・広域の両レベルとも議会が自治団体=法人
となり、審議決定+執行の両方の機能を最終的には本会融自体が担うという方
式が(→20世紀末に至るまで)基本的に存続する。
英では、 20世紀前半には、教育や救貧も特別組織の手から総合的LGUsに移
管された。教育行政の分野を所管する常任委員会を法律上で必置とする「法定
委員会」と、そこに「特別委員」を置く制度は、分野別委員会が個別分野の行
政執行を担うという全体的な自治機構と、教育行政は従来その分野を専管する
特別紙織に委ねてきたという経緯、そして中央政府のタテ割り分立型の関与方
22) H. Finer. Ibid. p.281.これはリーズ市とブラッドフォード市との聞での例である。その
イ也の例についても、同書のpp.234-41、p.258以下等に記述されている。
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式にも起因する英での特色である。
8-3.担い手とその選任
英では、国政選挙については、 1928年法で男女ともに普通選挙制が実現した
が、地方選挙の場合は、第2次大戦中に車るまで、資産の占用を要件とする制
限選挙制が維持された。女性の地方選挙での被選挙資格は、 1907年法によって
拡大され、広域レベルを含めた全類型のLGUsにおいて議員になることが可能
になった。財産の占用に関係づけられることがなく、しかも男女平等の普通選
挙制は、地方に関しては、戦時下の1944年に事実上実現してのち、 1945年国民
代表法によって、法令上でも確定する。
仏では地方での普通選挙制の実現は1848年と早かったが、男子に限ってであ
り、女性にも参政権が付与されるのは、第2次大戦後の1946年10月になってで
ある。独では、 1919年ヴァイマール憲法で、地方選挙にも、男女ともに普通・
平等・直接・秘密選挙の原則が適用されることとなったが、ナチス支配の下で
地方自治が廃止され、地方の首長と議員は任命制になった。
従って、英では、国政レベルでの女子参政権を見ると、男子に限った普通選
挙制がいち早く実現した仏よりも早くから女性にも参政権を付与して男女平等
の普通選挙制が実現したが、一時期ながらヴァイマール憲法を経験した独と較
べれば(地方選挙も含めて)早かったわけではない。
地方選挙制度では、男女平等かっ普通選挙という制度の実現は、英では国政
選挙より遅れ、仏 (1946年10月に女性参政権実現)や独(ヴァイマーJレ憲法下
を除けば、 1949年5月に女性も含めて普通選挙制実現)と、戦災復興プロセス
その他の条件の麓異を考蔵すれば、さほど変わらない時期に実現したのである。
8-4. IGR 
20世杷前半は、仏ではIGRの基本に格別の変化はなく、独ではヴァイマーJレ
憲法の下で中央集権が進んだ上、ナチス支配によって地方自治は廃止される。
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英では、 19世紀中に形成されたさまざまな中央統制の仕組みが、より大きな
役割を持つようになる。中央政府における各分野の所管省庁組織は充実強化さ
れるとともに、中央のLGUsに対する規制権限は増大し、 LGUsの義務慨怠を
是正する制度が増強され、一般交付金の制度が創設されはしたが、特定補助金
制度が多くの行政分野で採用されて、地方の国庫移転財源への依存が顕著にな
る。(→今日では依存がさらに顕著)
ただ、中央政府のLGUs統制の増大は、同時期の仏などでも見られており、
英だけに特徴的なものではない。その場合、IGRの中心に、仏ではプレフェ(県
地方長官=官選県知事)という中央政府の総合的な代表者が存在するのに対し、
英では中央政府各省の「本省Jがそれぞれタテ割りでLGUsに関与するという
(筆者が「タテ割り分立型Jと形容する)特色がある。(→今日に至るまで同様)
英国では、 1945年7月5日に10年ぶりの総選挙が執行される。大戦を勝利に
導き国民から喝采を送られているうちに国会の解散に踏み切ったチャーチルの
圧勝という大方の予想、に反し、アトリーが率いる労働党が絶対多数を獲得して、
「福祉国家」の旗印を掲げて戦後の政治が始まり、地方自治にとっても新しい時
代の幕が上がるのである。
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